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保幼小連携研究の動向
一取り組みの効果と移行期に育つ力の認識一
一前春子
移行期の子どもの支援
近年、子どもが保育所・幼稚園・認定こども園から小学校へと円滑に移行することが教育
の一つの課題と認識され、教職員の交流、幼児期と児童期をつながりとしてとらえる工夫、
家庭や地域社会との協力などの移行期の子どもを支援する保幼小連携の取り組みが実施され
るようになった（文部科学省.2010）。 2008年の保育所保育指針・幼稚園教育要領の改訂で
は小学校との連携の推進に関する内容、 2008年の小学校学習指導要領の改訂では幼稚園・
保育所との連携が明記された。これまで行われてきた保幼小連携の取り組みがどのような効
果をもたらしたのか、また、移行期には子どものどのような力が育つと保育者・小学校教師
が考えているのかを検証する時期にきているといえる。本研究では、（I)保幼小連携の効果の
認識、（2）保幼小連携の必要性の認識、（3）移行期に育つ力についての認識を扱った研究を概観
し、今後の課題について論じるo
保幼小連携に取り組むことで得られる効果として、子どもの不安や不適応行動の減少や幼
児期と児童期をつながりとしてとらえた上での保育・教育の方法の工夫、情報公開による保
護者の学校園への信頼や協力の強化などが想定される。ただし、保育所・幼稚闘・認定こど
も園と小学校において同じ連携の効果が生じているのかについては明らかではない。そこ
で、保幼小連携の効果に対する研究を、保育者と小学校教師の効果に対する認識の違いの観
点から概観する。
全国の都道府県レベル・市町村レベルでの地方自治体を対象とした調査では、幼稚園教育
と小学校教育の接続は幼稚園がそれ以降の教育の基礎を培う上で重要であると認識している
（文部科学省， 2010）とされている。しかしながら、子どもを支援する実践者である保育所
保育士、幼稚園教師、小学校教師は、それぞれの立場によって保幼小連携の取り組みの必要
性の認識が異なることが考えられるo よって、保幼小連携の必要性に対する研究を、保育者
と小学校教師の必要性に対する認識の違いの観点から概観する。
移行期の子どもを支援する当事者として、保護者・保育者・小学校教師がいる。保育者と
(15) 
小学校教師はそれぞれ幼児教育、小学校教育の視点から子どもの育ちを把握する。地方自治
体レベルでは、移行期という枠組みを設け幼小が協力して教育課程を編成する必要があると
され（文部科学省， 2010）、移行期の枠組みで子どもの育ちを援助していくことが期待され
ているが、保育者と小学校教師がそのような共通の枠組みによって移行期に育つ力を認識し
ているかは明らかではない。また、保護者は家庭での子どもの姿の育ち、保育者や小学校教
師は学校図での子どもの育ちを観察・把握していることから、移行期に育つ力に対する認識
が異なることが考えられる。以上の理由から、移行期に育つカについての研究を、保護者と
実践者の認識の違い、保育者と小学校教師の認識の違いの観点から概観する。
保幼小連携の取り組みへの認識
保幼小連携の効果
丹羽・酒井・藤江（2006）は、全国の幼小連携実践小学校・幼稚園に対する質問紙調査を
行い、幼小連携の取り組みの成果に対する認識を検討した。卒園時・新入学時の情報伝達と
異年齢交流については、成果が上がったと小学校教師・幼稚閤教師に認識されている一方、
幼稚園と小学校がお互いの教育内容を踏まえ、指導・保育方針を立てることについてはあま
り成果が認識されていないことが示されたoこのことから、教育内容上の連携が進んでおら
ず、幼稚園・小学校での一貫した教育課程の開発が課題であることが指摘された。
佐久間・金田・佐々・小松・林・川喜多（2008）は、連携の課題をとらえることを目的と
して、小平市の公立小学校1年生担任教諭を対象とした質問紙調査を行った。自由記述によ
る連携の意義や利点を問う設問に対して、（1）小学校低学年児童が幼児との交流によって年長
としてのやる気や自覚を持つこと、（2）新入学の子どもの小学校入学への不安が減り小学校へ
の期待や意欲を持つこと、（3）小学校教諭にとって入学前の児童に関する情報が得られ、配慮
を必要とする子どもに対して支援体制を整えることができること、（4）小学校の子どもの保護
者は児童の成長に気づくことができ、新入学の子どもの保護者は小学校の様子が分かり安心
すること等の回答が得られた。回答数の分析から、小学校教諭にとっての連携の意義とし
て、新入学児の様子を知ることが重視されていることが見出された。
石田（2014）は、保幼小連携校園の教員の子ども観・指導観の変容を明らかにするため、
東京都内区立幼稚園・保育園・小学校の教員・保育士にインタビュー・質問紙調査を行っ
たo調査の結果、保幼小連携に取り組むことは、保育者・小学校教師の「保育・指導観を問
い直す省察力J、「子供観を練磨するセンスJ、「教職自己成長に向けた探究心」などの資質的
側面に与える影響が大きいことが明らかにされた。
保育者・小学校教師は共に保幼小連携の効果として、（1）卒園児・新入学児の情報伝達によ
る子どもの育ちの把握・支援、（2）異年齢交流による子どもの心理的成長、（3）保幼小連携に取
(16) 
り組むことによる保育者・小学校教師の資質的な側面の向上などを認識していることが示さ
れたo
加えて、保育者と小学校教師の聞に保幼小連携の効果の認識に差があることが指摘されて
いる。東北、首都圏、首都圏郊外、関西の 10地方自治体にある小学校・幼稚園・保育所に
対する質問紙調査を実施した加藤・高潰・酒井・本山・天ヶ瀬（2011）は、保幼小連携の成
果に対する保育者・小学校教師の認識の比較を行った。その結果、新入学児・卒園児の情報
伝達、児童・幼児の実態や保護者の意識の理解、幼保小の指導観・子ども観の相互理解で
は、小学校教師の方が幼稚園教師・保育所保育士よりも成果があったと評価していた。この
ような認識の差がみられたことについて、加藤ら（2011）は、子どもの情報を小学校教師が
子どもを指導するために活用する、小学校の教育を幼稚園・保育所が知るといったことが保
幼小連携の目的として優先されており、保幼小連携の中に、保育所・幼稚園と小学校との聞
の不均衡な関係が存在するのではないかと考察している。
保幼小連携の必要性の認識
上林・岩崎・渡遁・浅田・岩味・中村・相浮・回遊・松永・加藤（2007）は、幼児教育と
小学校教育との円滑な移行を実現する手立ての創案のために、 M市国公立幼稚園・公立保
育所の3～ 5歳児担任教師・保育士、国公立小学校担任教師、国公立小学校l年の子どもを
持つ保護者を対象とした質問紙調査を行った。幼児教育と小学校教育との連携の重要度を問
うほぼすべての設問で、幼保担任教師・保育士は、小学校担任教師・保護者よりも連携を重
要と認識していた。また、小学校担任教師は「入学する子どもの情報交換Jには関心が高い
が、「子ども同士の交流」や「幼保と小の職員聞の話し合いや合同研修会jには関心が低い
ことが示された。
木山・山田・中山・小林・長谷川・白瀬・柳（2008）は、行橋市の小学校教員を対象とし
た質問紙調査の中で、保幼小連携を推進するために必要な課題の評定を求めた。連携の取り
組みとして必要性が高いと小学校教員に認識されている取り組みは、「特別な支援を必要と
する子どもの情報交換や研修の充実J「家庭における教育（援）を強化するJ「子どもの発達
の連続性に対する保・幼・小の教員の共通理解を深めるJ「教育（保育）方法について保・
幼・小の教員の共通理解を深める」「教育（保育）内容について保・幼・小の教員の共通理
解を深める」ことであった。これに対して、あまり必要がないと評価された取り組みは「保
育士・幼稚国教諭免許を取得した教員を増やす」「保・幼・小の聞で共有のカリキュラムを
作成」「保・幼小教員の協同による合同授業づくり」であった。このように、子どもの発達、
保育・教育の内容・方法に対する共通理解は必要としながら共通のカリキュラムや合同授業
作りの必要性が高く評価されていないことから、小学校教員は保幼小それぞれの教育には独
自性があり、活動自体を協働する必要がないと認識している可能性が示された。
また、木山・中山・小林・平山・白瀬・長谷川・山田・柳（2009）は、行橋市の幼稚園と
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保育園の保育者を対象として質問紙調査を行い、保育者と小学校教員の連携の必要性に対す
る認識の比較を行った。共通点は、保育者・小学校教員ともに子どもの発達、保育・教育の
内容に対する共通理解は必要としながら共通のカリキュラムや合同授業作りの必要性を高く
評価していないことであった。この結果から、小学校教員だけではなく、保育者も教育の独
自性を大切にし、活動を協働する利点を認識していないことが示唆された。
保育者と小学校教員の聞でみられた認識の差異は、「特別な支援を必要とする子どもの情
報交換や研修Jに対して保育者よりも小学校教員の期待が高く、「保育士資格・幼稚園教諭
免許を取得した教員を増やすjことに対しては小学校教員よりも保育者の期待が高かったこ
とであった。この結果から、小学校教員は教科教育やクラス運営の観点から子どもの情報交
換を重視していることが可能性として示された。保育者側の要因としては、加藤ら（2011)
が指摘するような保育所・幼稚園と小学校との聞の不均衡な関係を対等な関係へと変化させ
るために、保育者は保育内容を理解した小学校教員の必要性を認識していることが考えられ
る。上林ら（2007）の研究で、幼保担任教師・保育士は、幼児教育と小学校教育との連携の
重要度を問うほぼすべての設問において、小学校担任教師・保護者よりも連携を重要と認識
していたことも、情報交換や子どもの実態や指導観の理解が双方向ではないという保育者の
認識に基づくものと解釈することができる。
幼稚園と小学校の両方の教育経験が連携に対する認識に及ぼす影響を分析する目的で、進
野・小林 (1999b）は、長崎県内の公立小学校および国公立幼稚園に勤務し、幼稚園と小学
校における教育経験を有する教師を対象とした質問紙調査を行った。調査の結果、幼稚園年
長児と小学校l年生を担任した教師は、他の教師群と比較して、移行、文字・数などの学
習、幼小連携の必要性、発達段階に応じた指導の必要性に多く言及していたことが示され
た。幼稚園と小学校の両方の教育経験を持った保育者・小学校教師は、保幼小連携のとらえ
方において同僚とは異なる認識を持つことが示唆される。
荒井・千田（2010）は、保幼小連携の状況の把握のために、東海地方の公立・私立幼稚園
と保育所の5歳児担任保育者を対象とした質問紙調査を行った。小学校との連携についてた
ずねたところ、小学校教育の根拠となる指導要領を読んだことがある保育者は3割弱であっ
たことが明らかにされた。
保幼小連携の必要性と成果の認識をみると、新入学児の情報を得て指導や配感をすること
の必要性は高く評価されるが、共通のカリキュラムや合同授業作りの必要性は高く評価され
ない（上林ら， 2007；木山ら， 2008；木山ら， 2009）ことから、指導要領への関心も低く（荒
井・千田.2010）、結果としてお互いの教育内容を踏まえ指導・保育方針を立てることにつ
いての成果があまり認識されてない（丹羽ら.2006）結果へとつながっていることが可能性
として指摘できる。
(18) 
移行期に育つ力の認識
子どもの実態と育てたい子ども像
三浦・中津・麻柄・金子 (1992）は、就学前児の現状に対する保護者・保育者・小学校教
師の意識を比較することを目的として、千葉市内の幼稚園・保育所の園長（所長）・教務主
任・年長組主任、年長組保護者、小学校l年生の学年主任を対象に質問紙調査を行った。幼
児期に重要な経験について重要と考える順序は幼稚園教員、保護者、小学校教師で類似して
おり、身辺自立、身体が重視され、直接的知的教育は重視されていなかった。小学校での学
習に必要な幼児期の体験についても、幼稚園教員、保護者、小学校教師ともに、身体、意
欲、傾聴性の有効性は高く、直接的知的教育の有効性は低く評定された。
中津・中道（2010）は、幼稚園教員、小学校1年担任教員、幼稚園児の保護者の幼児期に
重要な体験に関する認識の共通点や相違点を検討するために、千葉市内の幼稚園の園長・主
任あるいは年長児担当教員、小学校l年生学年主任、幼稚園保護者を対象として質問紙調査
を行った。三浦ら (1992）の結果と同様に、幼児期に重要な体験についての回答の全般的な
傾向として、基本的生活体験が最も重視され知的刺激経験はもっとも重視されなかった。ま
た、幼稚園教員が保護者・小学校教員よりも幼児の情緒や意欲を重視する傾向がみられ、幼
稚園が豊かな感情体験や自己の興味・関心、意欲の追求の場であると認識されていることを
示していた。保護者は、幼稚闘教員や小学校教員と比較して、社会的・自立的経験や基本的
生活習慣を重視していなかった。集団生活の中での子どもの行動を見る機会の少ない保護者
は、社会的自立的行動の重要性に気づきにくいなどの理由で生活習慣の確立を促すことが乏
しくなる可能性が指摘された。
丹羽・酒井・藤江（2004）は、 H市内の小学校1学年の担任教諭、 5歳児担任の幼稚園教
諭・保育所保育士、小学校1年生児童、 5歳児の幼稚園・保育所の保護者を対象として質問
紙調査を行い、育てたい子どもの姿に関する重要度の評定を求めた。教育方針として、幼保
教諭・幼保保護者は、小学校教諭・保護者よりも小学校生活へつながる自主性や積極性を重
視していた。また、人の話を聞く、クラスのみんなと一緒に行動するなど学校園で大切な力
の評価で、保護者は教諭よりも子どもの力を高く認識していた。このことから、保護者に学
校園での子どもの姿を伝え、不足している側面を共に育てていくことの必要性が指摘され
た。
小林（2005）は、小学校への適応的移行の図りやすきを検討することを目的として、長崎
県内の公立私立幼稚園・保育所の年長児担当者、公立小学校1年生担当教諭、公立私立幼稚
園・保育所年長児保護者、公立小学校1年生保護者を対象とした質問紙調査を行った。その
結果、小学校への指導内容によせる保護者の期待は小学校教諭の現状教育よりも大きいこと
が示された。このことから、小学校において保護者の期待と指導内容の現状のずれによって
(19) 
保護者の不満が生じ、子どもの不適応へとつながる危険性をはらんでいることが指摘され
た。
保護者と保育者・小学校教師の認識の違いの研究から、保護者は学校園での子どもの姿の
実態の把握が十分ではないため、子どもの力をより高く認識し（丹羽ら， 2004）、生活習慣
の確立などの子どもの力を伸ばすことの重要性を低く評価する（中津・中道， 2010）傾向が
指摘された。さらに、このことを理由として、小学校への指導内容によせる保護者の期待は
高まるが小学校の指導実態とはずれが生じることで、保護者への不満や保護者の不満を媒介
として子どもの不適応が高まる可能性（小林，2005）が示唆されたといえる。
平川・西野・大関（2010）は、保育者と小学校教員の子どもの発達に関する共通理解に寄
与する要因を探るため、宮城県内の幼稚園・保育所の管理職と 5歳児クラス担任経験のある
者、小学校の学務主任・学年主任・ l年生クラス担当経験のある者を対象に質問紙調査を
行った。子ども行動の伝達の重要度についての回答によると、保育者・小学校教員ともに、
学習の基礎となる能力や態度についての重要性を低く、生活リズムや身辺自立にかかわる情
報、健康・安全面での配慮にかかわる情報の重要性を高く評価していた。三浦ら (1992）、
中津・中道（2010）においても、幼児期に重要な体験として知的刺激経験は最も重視されて
いなかったo 保護者・保育者・小学校教師は、幼児期において文字や数の要素を含む学習の
能力は相対的に重要度が低いという点で認識が一致していたといえる。
子どもをみる視点
進野・小林 (1999a）は、幼稚園教師と小学校教師の幼児・児童の認識の相違を検討する
ため、国公立私立幼稚園年長児担任、国公立小学校1年生担任を対象とした質問紙調査を
行った。調査の結果、幼稚園教師が遊び中心・個の重視であるのに対して、小学校教師は基
本的生活習慣のしつけ・協調性を重視していた。
中川・西山・高橋（2009）は、岡山県内の国公立私立幼稚園教諭・保育所保育士・小学校
教諭を対象として、学級経営の機能を測定する学級経営観尺度を実施した。その結果、小学
校教諭は規範を重視した指導的な関わり、幼稚園教諭と保育所保育士は心情を重視した受容
的な関わり得点が高かった。また、小学校教諭は、規範を重視した指導的な関わりにおいて
も、心情を重視した受容的な関わりにおいても初任、中堅、熟練の聞に違いがみられ、小学
校おいては子どもが学級経営観が異なる教師と接していることが指摘された。
野口・鈴木・門田・芦田・秋田・小田（2007）は、関東・関西・九州の国公立私立幼稚園
教師、関東・関西の公立小学校教師を対象として、教師が実践を語る際に頻繁に使用する 8
語に含まれる観点を調査した。幼稚園教師は子どもの主体性や自発性を重視し、内面や行動
について教師側が読み取りを行いともに活動を行っていく視点を持っていた。これに対し
て、小学校教師は、教師側の指導や方向付けを重視し、子どもを理解する際の直接の対話を
重視する観点をもっていた。
渡部・加世田（2004）は、茨城県と東京都の幼稚園教師と小学校教師を対象として、教師
(20) 
の子どもをみる視点に関する尺度とイラショナル・ピリーフ尺度を実施した。イラショナ
ル・ピリーフ尺度は、教師が教育実践の中でとる傾向のある態度および指導行動や児童への
対応行動をする際のピリーフの中にイラショナル性がどの程度見られるのかを測定するため
に開発された尺度である（河村・圏分.1996）。イラショナル・ピリーフ尺度は、児童管理・
生活指導に関する因子、教師の熱意・使命感に関する因子、期待する児童の行動および態度
に関する因子、児童に期待する教師への信頼感に関する因子、権成・役割志向的な教師の対
応に関する因子の5因子によって構成される。
渡部・加世田（2004）の分析の結果、子どもを見る視点として、「主体性」「ルール遊守と
課題へのまじめな取り組み」は幼稚闘教師・小学校教師に共通であったが、「その子らしさ」
の視点は幼稚園教師にのみみられたo さらに、ピリーフの強迫性の低い小学校教師は、子ど
もの個性を認める視点を持ち、複数の視点により子どもをとらえていたo このことから、小
学校教師が子どもの側に立つ視点を持つこと、ピリーフの強迫性を低減させることで多面的
に子どもを見る視点が可能になることが示唆されたo
鈴木・秋田・芦田・門田・野口・小田（2008）は、東京・兵庫・福岡の幼稚園・小学校教
師に情緒・社会・身体・認知の4側面を含む幼稚園・小学校での保育・授業の場面をビデオ
刺激として提示し、教師の発達観を調査した。幼稚園・小学校教師ともに、幼稚園の活動は
社会性の発達が最も促され、身体面や情緒面の発達も小学校に比べて促されるものとしてと
らえる一方、小学校の活動は認知商の発達を促すととらえていることが明らかにされた。さ
らに、幼稚園教師は、小学校教師と比較すると、認知面には多様な活動がいろいろな形で寄
与しているととらえているのに対して、小学校教師は個々の活動が特定の技能に影響すると
考えていることが示唆されたo
幼児教育と小学校教育のそれぞれの特性が保育者と小学校教師が持つ子どもを見る視点に
影響を与え、さらに、子どもの実態の把握の仕方や育てたい子ども像に影響を与えることが
予想される。移行期に育つ力について保育者と小学校教師が共通の認識を持つためには、子
どもを見る視点の多様さを共有することが重要であると考えられる。しかしながら、このよ
うな認識の共有は難ししその結果として、共通のカリキュラムや合同授業作りの必要性を
低めていることが推測される。
まとめと今後の研究展望
保幼小連携の効果に対する認識、保幼小連携の必要性に対する認識、移行期に育つ力の認
識において、保護者・保育者・小学校教師の認識には共通性と差異がみられた。これらの共
通性と差異をもたらした要因を明らかにすることで、今後の保幼小連携の取り組み方の方針
を得ることができる。
(21) 
保幼小連携の必要性と効果の認識をみると、入学児の情報を得て指導や配慮をすることの
必要性は高く評価され成果としても評価されたが、共通のカリキュラムや合同授業作りの必
要性は高く評価されず成果としても評価されない傾向がみられた。この傾向の解釈として、
入学児の情報交換は、保育所児童保育要録・幼稚園幼児指導要録・認定こども園こども要録
などの書類のやり取りや入学児の情報交換を行う話し合いの場の設定など、とるべき手段や
機会が明らかであり取り組む内容も明確であるため実施可能性の点から必要性・効果とも高
く認識された可能性がある。共通のカリキュラムや合同授業作りは、カリキュラムの内容・
方法・実施の手立てなどを保幼小間で議論しながら作成することの困難さから、実現可能性
の点からみて必要性がなく、効果も期待できないと判断されたのかもしれない。
あるいは、別の解釈として、保幼と小が相互に指導・援助の方法や内容を理解し子どもの
発達の連続性を理解することは必要ではあるが、実践はそれぞれの専門性において行うこと
が必要であり、共通のカリキュラムや合同授業作りの必要性は低いという認識を反映したも
のという可能性もある。後者であるとすれば、地方自治体レベルでの保幼小連携が目指すも
のと実践レベルでの保幼小連携が目指すものにずれがあることがいえる。この場合は、地方
自治体が学校固で実践されている保幼小連携の独自性・独立性を損なうことなく、教育内容
の接続に関する保幼小連携の方向性・方針について共有できるようリーダーシップをとるこ
とが求められる。
また、保幼小連携の必要性と効果の認識の研究では、保育所・幼稚園と小学校との聞に不
均衡な関係が存在することが指摘された。保幼と小の連携・接続においては、子どもが小学
校に入学するという点から、小学校側が保育所・幼稚園・認定こども園に子どもの情報を求
めたり幼児期の子どもの育ちについての期待を伝えたりすることが、保育所・幼稚園・認定
こども国側が入学後の子どもの情報を求めたり小学校での子どもの育ちについての期待を伝
えたりすることよりも優先の課題とみなされる可能性が高い。小学校の入学を子どもの育ち
のゴールでありスタートであるとみなすとこのような不均衡が生じることになる。この不均
衡を解消する方策としては、例として、乳幼児期から十代後半までの子どもの長期的な発達
の連続性という観点から子どもの育ちをみることが挙げられる。これにより、小学校入学が
子どもの成長のゴールでもスタートでもないという認識をもつことができ、その結果として
不均衡な関係が解消の方向に向かうといったことが考えられる。
移行期に育つ力の認識をみると、保護者・保育者・小学校教師ともに、幼児期に重要な体
験として知的刺激経験は最も重視しておらず、基本的生活習慣をはぐくむ経験を重視してい
た。このことから、幼児期に子どもに育つ力に対しては保護者・保育者・小学校教師に共通
の理解がなされていると考えられる。ただし、移行期という枠組みで重要な子どもの力につ
いてはより詳細な検討が必要である。子どもの発達の連続性を考慮すると、移行期に育つ力
についてはこれまで扱われてきた能力領域ではなく、 21世紀型のスキル・能力（Grifin.P., 
McGaw, B., & Care, E., 2012；国立教育政策研究所，2013）やキー・コンピテンシー（Rychen,
(22) 
D.S”＆ Salganik, L. H., 2003）に基づいて検討していくことが役立つ可能性がある。
移行期に育つ力の認識に関連して、保育者・小学校教師の聞に子どもをみる観点・視点の
違いがあることが研究から見出された。保幼小連携の目的の一つに子どもの発達観や子ども
の把握の仕方の相互理解が挙げられる。このような理解がなされるためには、幼稚園指導要
領・保育所保育指針・小学校学習指導要領に基・づいた子ども像の把握というものにとどまら
ず、保育者・小学校教師が子どもをみる観点・視点に踏み込んで議論がなされることが期待
される。
移行期に育つ力の認識の研究では、保護者と保育者・小学校教師の認識の聞に違いがあ
り、保護者は子どもの実際の姿に基づいていない期待を小学校に対して持つ傾向が見られ
た。これは、保護者が学校園における集団の中での子どもの行動を直接見る機会を持たない
こと、小学校は保育所・幼稚園・認定こども園と比較して子どもの活動に関する情報を保護
者と共有する機会が少ないことが原因と考えられる。家庭や地域との連携の基盤となる学校
園、特に小学校の連携・接続に関する情報公開が保護者にとっては十分ではないといえる。
情報発信力の強化のためには、小学校での子どもの活動に加えて、放課後子ども教室や学童
クラプなどにおける放課後の子どもの活動も含めて保護者や地域に向けて公開していくこと
などが考えられる。
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